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*  本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「通商関係条約と税制」の一環として執筆
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  租税条約の主要目的は，①国際的二重課税の回避(avoidance of double 










図表２  租税条約の主要目的に応じた条項の配列 





②脱税の防止  情報交換（２６条）など 
 
  すなわち，一方で，①国際的二重課税を回避するために，締約国の間で相互
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  ＯＥＣＤモデル租税条約２４条は，６つの項から構成される（図表３） 。 
 
図表３  ＯＥＣＤモデル租税条約２４条の構成 
  内容  差別のタイプ  沿革 
第１項  国籍無差別  直接  １９６３年モデル （１
９世紀の通商条約） 
第２項  無国籍無差別  直接  １９６３年モデル 
第３項  恒久的施設無差別  直接（企業の利得のみ） １９６３年モデル 
第４項  支払無差別  間接  １９７７年モデル 
第５項  資本無差別  間接  １９６３年モデル 
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ても内国企業と同様の扱いをすべきだ（第５項） ，というわけである（図表４） 。 
 
図表４  恒久的施設無差別と資本無差別 
   Ｓ 国          Ｒ 国  
 

















  やや異なる角度から，４つの条項の分類に触れておく（図表５） 。 
 











































                                            






てはならないと述べている。同パラグラフはこの例をもって so called “indirect 
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図表６  Ａさんにとっての適切な比較対象 
 nationality  residence 
Ａさん（本人）  英国国民  日本の非居住者 
Ｂさん（適切）  日本国民  日本の非居住者   
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図表７  国外投融資所得と外国税額控除 
 
  米 国           中 国  
      会社Ｒ   
 
 
  日 本  
        Ｐ Ｅ      会 社 Ｓ  




















  第２に，英の UBS AG v. HM Revenue and Customs Commissioners, [2005] 






  第３に，独の BFH, Mar.10, 2005, II R 51/03。米国企業のドイツ恒久的施設
が，ドイツ子会社の株式を１０％以上保有していた。ドイツの財産税が問題に
なり，米国企業は，ドイツ企業に対して認められている適用除外を認めよと主
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図表８  過少資本税制のイメージ 
 
  内国企業      F 社 
 
 





少資本」となっている一定の場合について，この利子控除を制限する。   17
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図表９  連結納税制度の人的適用範囲 
  日 本        外 国  
   Ｐ 社      Ｆ 社  
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図表１０  両立不可能な３つの原則 
原則１  所得の源泉地国の内外を問わず等しい課税 
原則２  所得稼得者の居住地国の内外を問わず等しい課税 
原則３  各主権国家が自由に税率を決定 
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